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はじめに一「破産状態」の財政的内容一
　1982年（昭和57年）7月30日に臨時行政調査会（以下「臨調」と呼ぶ）は行政改
革に関する第3次答申（基本答申）を終えた。この中で日本国有鉄道（以下国鉄
と呼ぶ）は，「昭和39年度に欠損を生じて以来，その経営は悪化の一途をたどり，
昭和55年度にはついに1兆円を超える欠損となった。
　この間，国からの助成は年々増大していくことが確実視されており，今や国
鉄の経営状況は危機i的状況を通り越して破産状態にある」と国鉄の経営状態を
「破産状態」にあると規定している。
　たしかに昭和55年度の赤字（「本年度純損失」）として表示されたものは1兆84
億円であった。特定債務整理特別勘定に対する財政再建利子補給金を含めると
赤字額はさらに3，457億円増えて1兆3，541億円となった。最近発表された58年
度決算によると，赤字は1兆6，604億円と前年度より2，826億円増加し，財政再
建利子補給金を含めると2兆61億円の巨額に達する。10年前の昭和48年度にお
いては財政再建利子を含めた赤字は4，781億円であったから，赤字幅は10年間
に4．20倍となったことになる。
　他方財政状態もいっそう悪化し，そのひとつの指標となる長期負債の合計額
は58年度末には，14兆6，611億円に達しており，これに特別勘定における長期
借入金残高を含めると，長期負債総計は19億9，833億円と20兆円近くなる。こ
れも10年前の4兆3，679億円にくらべ4．58倍の額になる。しかし他方で資産も
増加しているために，財政状態悪化の客観的な測定は，総資産額から総負債を
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控除して算出される純財産によるべきであろう。表1に示されているように，
48年度において国鉄財政ははじめて59億円の債務超過に陥るのであb。債務超
過とは負債総額が資産総額を上回る状態であり，簿記学的には破産状態に陥っ
たのである。この状態でももちろん，債務の返済期日に支払不能とならない限
り，営業は継続できる。この10年間国鉄は他方においておうせいな設備投資を
ほとんど債務によって調達した資金で実施し続けた。ピーク時（53年度から56年
度まで）毎年1兆円にも達する工事経費（設備投資）を支出しつづけ，さらに適
切な赤字克服策をとらなかったため債務超過額は急速に増加，58年には一般勘
定貸借対照表で4兆4，654億円，特別勘定へ振替えられた部分を含めれば9兆
7，875億円となってしまったのである。
　以上は「臨調」が，「危機的状況を通り越して破産状態にある」と述べる財
政的実態である。以上からわれわれは，その原因がどのような点にあるかの認
識は異なるにしろ，国鉄の財政状態は，現在の経営政策，財政政策と会計方法
を踏襲していくかぎりにおいて，ますます悪化していくことは当然であると認
めざるをえない。
　周知のように臨調答申は，国鉄を破産状態から再建するためには，これまで
の再建計画とは異なる新しい仕組みが必要であるとし，これを，現在の国鉄を
分割し，民営化することに求めている。
　この国鉄の分割・民営化という改革を推進するためには，それにふさわしい
体制が必要となる。臨調答申は「内閣に内閣総理大臣を議長とするr国鉄再建
関係閣僚会議』（仮称）を設置するとともに，総理府にr国鉄再建監理委員会』
（仮称）を設置し，強力な実行推進体制を整備する」としている。
　答申は「閣僚会議」の内容については何も述べないが，監理委員会について
はその任務・権限その他を具体的に示している。まずこの委員会の「任務及び
権限」として，
　「①　分割・民営化のための再建基本計画の企画，審議および決定
　　②基本計画に基づき国鉄の作成する具体的再建計画の審査および決定
　　③国鉄の長期債務，年金等新形態移行のために必要な施策の調整および
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　　　決定
　　④「新形態移行までの間緊急に措置すべき事項」の執行に関連する国鉄
　　　の業務の管理・運営に関する重要事項の同意」
を述べ，「監理委員会は，上記の任務を行うに当たり，必要に応じ，関係行政
機関等に対し報告，資料の提出，説明等を求めるとともに，国鉄に対し，実地
に調査し，経営改善を求めることができる」としている。
　この監理委員会の目的と任務は単なる再建基本計画の企画，審議，決定という
計画決定の段階にとどまらず，新形態移行までの経過期間内の「緊急措置事項」
の執行に関連する国鉄の業務の管理・運営に関する重要事項については委員会
の同意を必要とするものとみられ，同意権とでも言うべき権限を付与されてい
る。また，関係行政機関等に対しては「報告，資料の提出，説明を求める」と
いう調査権および国鉄に対しては実地調査権と経営改善の要求権をもつ。
　さらに「答申」は「決定の尊重義務」という項を掲げて，「内閣総理大臣は
監理委員会の決定を尊重しなければならない」としているのである。　　－t
　以上から明らかなように，監理委員会は「破産状態にある」国鉄を分割・民
営化して再建していくうえで強大な権限を有するものである。この委員会は，
元臨調委員の亀井正夫（住友電工社長），同第4部会（公社等担当）委員長加藤寛，
同吉瀬維也（開銀総裁，元大蔵事務官），同住田正二（元運輸事務次官），隅谷三喜
男（日本労働協会会長）の5氏を任命し，60年夏までには分割・民営化を前提と
した，国鉄再建計画が決定され，政府に答申される予定である。以上の状況の
なかで，国鉄財政の再建は，より具体的により切実なものとして検討されなけ
ればならないところにきている，といってよいだろう。
　これまでわれわれは，国鉄赤字の真の原因について明らかにし，その解決策
　　　　　（注）を提案してきた。監理委員会を中心に現在検討中の再建計画はわれわれの再建
の道とは全く異なり，国鉄解体計画とならざるをえず，この方向でますます，
国鉄に対する管理・統制は強まるに違いない。しかし，後にも述ぺるように，
分割・民営化によってどのように国鉄が再建できるのか，その具体的な経営，
財政の再建計画は容易に策定できるとは思えないのである。
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第1表国鉄の赤字額と債務額
（単位：億円）
嘲　　　、讐1 48 49 ・・1 51 52 53
本年度純損失 △4，544△6，508△9，147 △9，141 △8，339△8，867
財政再建利子補給等 237 573 842 2，441 2，441 2，441
合　　　　　計 △4，781△7，081△9，983△11，582△10，780△11，308
長期債務残高 43，67955，38167，793 54，58268，86684，619
特別長期借入金残高 一 ｝ 一 25，401 25，401 25，401
長期負債合計 43，67955，38167，793 79，98394，267110，020
（工事経費） 7，103 6，846 7，067 6，631 7，870 10，295
純　　　財　　　産 △59△5，126△13，213 3，413 △4，465△13，332
特別勘定債務 一 一 一 25，401 25，401 25，401
債務超過合計 59 5，12613，213 21，988 29，86638，733?
　　　　　　　年度
?ﾚ 54
55 56 57 58
本年度純損失 △8，218△10，084△10，859 △13，778△16，604
財政再建利子補給等 2，441 3，457 3，457 3，457 3，457
合　　　　計 △10，659△13，541△14，316△17，235△20，061
長期債務残高 101，49290，776108，294 127，235 146，611
特別長期借入金残高 25，401 53，221 53，221 53，221 53，221
長期負債合計 126，894143，992161，515 180，457 199，833
（工事経費） 10，197 10，070 10，185 8，836 7，513
純　　　財　　　産 △21，550△3，413△14，273△28，050△44，654
特別勘定債務 25，401 53，221 53，221 ’53，221 53，221
債務超過合計 46，951 56，634 67，494 81，271 97，875
出所「日本国有鉄道監査報告書」より作成
　こうした状況の中でも，国鉄の再建は，国鉄の解体でもある分割・民営化に
よる浸きでなく，国民の国鉄として真の意味で国鉄を活性化する民主的改革に
よって再生されるべきであるという主張も多く見られるところである。
　本稿では，国鉄の公共性と財務会計制度との関係を検討するとともに，その
あるべき方向を探求することを目的としている。
（注）　国鉄の民主的再建の方法についての筆者らの提案は，平井都士夫・山口孝編『激
　動のなかの国鉄』（汐文社，昭和43年）第3部第3章「民主的国鉄政策の課題」』（山本
　清治担当），平井・山口著r国鉄の再生』（新日本出版社，昭和58年）第4章以下参照。
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1　国鉄の社会責任と財政・会計制度
　　国鉄の公共性
　いうまでもなく国鉄は，日本国有鉄道法第1条の「国が国有鉄道事業特別会
計をもって経営している鉄道事業その他一切の事業を経営し，能率的な運営に
より公共の福祉を増進することを目的として」今日存続している。この国鉄の
設立目的は，現在の分割・民営化，赤字線廃線化動向とは基本的に相反するこ
とはいうまでもない。
　国鉄経営の評価は，基本的には国鉄の会計上の赤字・黒字で判定されるべき
ものではなく，国鉄の設立目的と，憲法につらぬかれている国民の交通権が保
障されているかどうか，から判定されなければならない。
　周知のように憲法第21条では「集会・結社・表現の自由」が認められ，同22
条では「居住・移転・職業選択の自由」が認められ，さらに第25条は「生存権，
国の生存権保障義務」を規定している。これらを保障するためには，現存のほ
とんどの国鉄線が必要であるばかりか，さらにいっそうの整備・拡充さえ必要
とされる。
　戦前国鉄は，国民の足としてのみならず，国防上の要請によっても新設され，
或は私鉄，県営鉄道を買収してきている。そのさいには，国鉄の採算性よりも
「公共性」が重視されてきたことは言うまでもない。こうしたなかで，運賃の
各種割引や市町村納付金などの公共負担も現存しており，国は第2表のように
59年予算で，6，488億円の助成を行っているのである（この助成金がヨーロッパの
諸国にくらべてもはるかに少なく，さらに最近の3力年継続的に減少せしめられている。
そのうえ単年度赤字を当該年度又は次年度で処理するというヨーロッパ型の方法をとら
なかったために損失や債務が増大した）。
　さらに，国鉄の新線の建設のさいには，鉄道敷設法第3条によって，新線建
設に関して必要な事項を調査審議するため運輸省に鉄道建設審議会を置くこと
が規定されている。そして運輸大臣は，「新線建設ノ許可二関シ必要ナル措置
ヲ為ス場合」および「公共ノ福祉ヲ増進スル為特二必要アリト認メテ……新線
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建設二関シ必要ナル命令ヲ為ス場合二於テハ予メ審議会二諮問スヘシ」（同法第
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロ　　　　　　　ロ　　　　　　　　　　　■　　　ロ　　　　　　　む　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4条一傍点筆者）とされ，同時に審議会は「本邦経済ノ発達及文化ノ向上二資ス
ルコトヲ目標トシ公正且合理的二審議決定スヘシ」（同，傍点筆者）とされてい
る。国鉄の新線の建設は上越新幹線は田中元総理の政治力により，岡多線はト
ヨタ自動車の製品輸送のため，というように，公共性よりも政治家の個人的利
益や大企業の利益のためになされてきている点が多いにもかかわらず，少なく
とも法律的t／こは，公共優先という制度のもとに発達せしめられてきたことは間
違いない。
　　国鉄の予・決算制度の意義
　ところで，戦後国鉄を含む公社は，その運営を予・決算制度にもとついて運
営されることとなっている。
　すなわち，国鉄法第39条の2は，
「1．日本国有鉄道は，毎事業年度の予算を作成し，これに当該事業年度の事業
　計画，資金計画その他予算の参考となる事項に関する書類を添え，運輸大臣
　に提出しなけれぽならない。
2．　運輸大臣は，前項の規定により予算の提出を受けたときは，大蔵大臣と協
　議して必要な調整を行い，閣議の決定を経なけれぽならない。
3．　内閣は，前項の決定をしたときは，その予算を国の予算とともに国会に提
　出しなけれぽならない。」
とし，さらに第39条の9において「目本国有鉄道の予算の議決に関しては，国
の議決の例による」と厳密に国会によって決定されることを定めている。
　決算についてもその報告書を作成して運輸大臣に提出し（同第40条の2），運
輸大臣はこれを内閣に送付し（同2項），内閣はこれを会計検査院に送付し（同
第40条の3），さらに検査院の検査を経た決算書類を国会に提出しなければなら
ない（同2項）としているのである。
　このように国鉄が，国の厳格な収支予・決算制度のもとにあることを，こと
あらためて強調するのは，戦後，昭和24年より，国鉄が，公共事業体として，
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制度上国会の厳格な監督の下で，たとえ自民党政治によるわい曲があるとして
も公共の福祉のためにその努力を傾注してきたことを示すためである。国鉄の
財政が破綻しているとすれば，その責任は，その財政の破綻を今日まで見過し
てきた国会にあって，国鉄やその労働者にあるのではないことを強調したいか
らである。
　　企業会計原理の導入
　ところで国鉄は，輸送という用役を生産する経営体であり，かつこの節の冒
頭でも引用したように，「能率的な運営により」経営されなけれぽならない組
織である。国鉄が戦後公社として分離され，独立採算制と受益者負担制のもと
で，企業会計原理にもとつく発生主義会計を採用することとなったのは，この
ことと無関係ではない。
　国鉄法第38条は，「国鉄の経理の方法」を規定して「日本国有鉄道は，その
事業の経営成績及び財政状態を明らかにするため財産の増減及び異動をその発
生の事実に基いて計理する」と述べ，同法41条3項では資本取引より生じた額
は資本積立金として整理することを命じており，さらに43条では会計規定を定
めることをし，具体的な制度改正として，減価償却制度の創設，複式簿記の採
用がなされているω。
　これにより，近代的企業会計の原則である「正規の簿記の原則」，「資本取引，
損益取引区分の原則」および収入支出に基礎をおいて「発生主義」にもとつい
て期間損益を算定するという「発生主義の原則」が調度化された。
　しかし，国鉄ではわが国企業会計原則で，負債性引当金として，引き当てを
要請している退職給与引当金を設定できず，しかも退職者の激増にそなえて何
らの公的な措置もとられなかった。
　さらに，国鉄における利益は，利用者の料金に算入されている資本部分から
生じたものである，とし，造成資本という概念により，これを蓄積する会計制
度をつくりあげたこともつけ加えておかなけれぽならない。これにより利益と
資本の区分は最終的には消滅し，利益積立金は造成資本としての性格が付与さ
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れたのである。
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　　利益と損失の処理法の改定
　国鉄の繰越欠損金は昭和58年度末において5兆3，029億円である。しかし実
際は51年度に2兆5，405億円を特定債務整理特別勘定へ移し替え，同時に固定資
産再評価積立金の減額により5，604億円をi整理している。さらに昭和55年度に
も2兆8，220億円が特定債務整理特別勘定に再び移し替えられるとともに。固定
資産再評価積立金の減額によって5，243億円，受贈施設積立金（利用者負担にょ
る施設増加額）895億円が整i理されている（処理前の状態にもどせば，11兆7，501億円
が繰越欠損額となる。）。ほんらい公企業の欠損の処理は，当該年度または次年度
においてなされるのが望ましい。それが51年度と55年度という数年をへて実施
され，56年度以降はまた累積しているのである。
　利益と損失の処理については国鉄法第41条において「利益が生じたときは，
これを利益積立金として積み立て」，「但し，前事業年度から繰り越し損失があ
るときは，その利益を損失の補てんにあて」，「損失を生じたときは，これを繰
越欠損金として整理しなければならず」，「但し，利益積立金があるときは，こ
れを減額して整理し，なお不足があるときは，その不足の額を繰越欠損金とし
て整理しなけれぽならない」とされている。
　わが国では，日本国憲法の施行に先立ち，昭和22年4月1日から財政制度の
改革が行なわれ，財政法，会計法の施行と同時に，国有鉄道事業特別会計法を含
めて6特別会計法が施行された。この会計法は昭和21年7月30日連合国軍総司
令部から日本政府に交付された「1946年～1947年会計年度の特別会計予算に関
する覚書」（Mem。randum　concerning　Budget・f　Special　Account　for　the　Fiscal
Year　lg46～1947，30　July　lg46）第11項にもとづき制定されたといわれる〔2｝。
　この法律では第1条に「○○事業を企業的に運営し，その健全なる発達に資
するため，特別会計を設置し，一般会計と区分して経理する」と規定している。
後に「企業的に運営し」がむしろ改定され，f能率的な運営により」と改めら
れるのであるが，この初めの国鉄法では「政府は，日本国有鉄道に損失を生じた
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場合において特別の必要があると認めるときは，その損失の額を限度として交
付金を交付することができる。」（傍点筆者）と定められ，利益を生じたときは，
「別に予算に定める場合を除き，これを政府の一般会計に納付しなければなら
ない」となっていた。ごくわずかな期間であったが国鉄には公企業の損益につ
いてのほんらいの会計処理法があった。しかし，これを改定し，企業における
利益の処分または欠損の処理の方法を導入することによって，会計的にはほん
らいの道を逸脱してしまったのである。
　この改定の提案理由の説明のさい植田政府委員は次のように述べている。
　「ある意味においては，この交付金というのもけっこうだと思いますが，実
際問題といたしまして，今までの例から申しましても，この交付金というもの
はあまり問題にならないような状況でございますから，むしろ利益があれぽ国
庫に納付する，特に損失がある場合には交付金を交付してもらうということで
なくして，できるだけ合理的運営をはかるという意味におきまして，別途の企
業的な処理方法を今度定めましたようなわけであります。お説の通り，なかな
か運賃も思うように上がらない，あらゆる面に行き詰るというようなことも考
えられるのでありますが，政府はこの公共性についていろいろ特別な社会政策
的な施策も行なっておるのでありますから，そういうどうしても行き詰るとい
う場合には，もちろん政府としては，特別の考慮は当然払わなくてはならぬ，
かように思っております。これは，いろいろ資金の面その他におきましても，
政府としては全然国鉄に対してほっておくという意味ではございませんので，
できるだけ能率的運営をやってもらう範囲におきまして，どうしてもうまく行
かぬという面につきましては，政府といたしましては，資金の面その他におき
ましても，極力応援するという心構えであることは，もちろんでございます。
そういうような意味で改正をいたしておりますので，今後この趣旨がうまく運
営されますことを希望しておるわけであります」（3）。
　以上は，石川達四郎氏が『国鉄一機能と財政の構図一一』で引用されている
ところである。氏はこの損益の処理法の改定について，昭和42年刊の旧版r国
鉄の財政構造』の中では，「政府の損失補てんの条項は，国鉄の経営上の責任に
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より生じた損失ではなく，国の施策に基づき発生した損失に対し，政府が補償
する途を開いたものと考えれば，企業体の自由性を少しも損なうものではない。
今日の国鉄財政状態の悪化が，地方政策路線の維持等，国の社会経済政策に協
力するためにあえて不採算な輸送を行なうことに起因していることを考えると，
国鉄法から損失補償制度を削除したことは疑問なしとしない」（4｝と述ぺ，新版
の『国鉄一機能と財政の構図一』では，国鉄経営の「破綻」の状況の下で
次のように修正されている。
　「しかし，政府の損失補てんの条項は，’国鉄の経営上の責任により生じた損
失ではなく，国の施策にもとづき発生した損失に対し，政府が補償する途を開
いていたものと考えれぽ，これがあっても企業体の自主性を少しも損なうもの
ではない。今日の国鉄の財政状態の悪化が，公共的見地からする地方路線の維
持等，国の社会経済政策に協力する面に起因していることを考えると，国が当
然負うべき損失補償の途を，この時国鉄法から閉ざしてしまったことは，その
後の状勢の推移をみても，国鉄の再建の道のりを遠くしたことは否定できない
ところである」（5）と。
　ここでは，企業会計の原理の導入による損益の処理法が，公共事業に適さな
いものであることをはっきりと是認されているのである。
　　企業会計原理との矛盾とその調整のための解釈
　しかし，発生主義会計を主軸とする企業会計は，巨大な株式会社に適用され
るべき会計原理である。それは企業は営利の追求と，株主に対する配当可能利
益の算定を目的とする株式会社の会計原理であった。
　国鉄は一方で，国鉄法で厳格に規定された予・決算制度を有している。予算
は当然のこととして，「公共の福祉の増進」という目的に規定され，新線建設
の許可に関してもこの目的およびわが国の「経済，文化の向上に資することを
目標」として編成され，決算も承認されることは先に述ぺた。ところが予・決
算制度における公共の福祉の優先主義と，企業会計の諸原理が本来から内在さ
せている営利主義とには矛盾があり，この調整のためには，種々の解釈が必要
　（673）　　　　　　　　　　　　　　　　　国鉄の財務会計制度と財政再建の方策の研究　　11
であり，また，本来的に企業会計の諸原理を公企業会計として採用させること
に疑問を持つ研究者も多いのである⑥。
（1）石川達四郎氏『国鉄一機能と財政の構図一』（交通日本社）131頁以下参照。
（2）愼重博r企業特別会計法の研究』（林野共済会，昭和38年）77頁。同氏によれば，
　これらの法律により当時占領軍総司令部の承認した原文は，次のとおりであったと
　いう。
　Art．1ASpecial　Account　shall　be　established　separately　from　the　General　Ac．
　　count　in　order　to　operate　the……work　on　enterprise　basis　and　promote　the
　　sound　development　of　the　account・
（3）昭和28年7月6日衆院運輸委員会における植田政府委員の説明，石川達四郎r国
　鉄一機能と財政の構図一』（交通日本社）昭和50年，147頁。
（4）石川達四郎『国鉄その財政構造』（交通日本社）昭和42年12月，341頁～342頁。
（5）同『国鉄一機能と財政の構図一』147頁。
⑥　臨調の公社「改革」に対する正確で克明な批判，検討が次の論文でなされている』
　　安藤陽「企業の経営形態論議に関する基本的視覚一臨調の公企業改革の検討」
　（埼玉大学『社会科学論集』第52号，昭和58年12月）。
2　国鉄の公共性と企業性に関する加藤氏，
　　「国鉄研究会」の見解
　　加藤寛氏の公企業観
　加藤寛氏は，第2次臨時行政調査会の委員であり国鉄の「行革」を取扱う第
4部会長であった。そして臨調が答申を終えて解散した後にその答申にもとつ
いて設置された国鉄監理委員会の委員として，国鉄の分割・民営化に強力な推
進者の1人である。
　加藤氏は，「各公社とも，政治や監督行政機関の関与，『親方日の丸』的経営
等により，その企業性が阻害され，果たすべき公共性さえ損われがちとなって
いる」CIJとし，公社に対し「企業性，効率性を発揮させてはじめて『公共性』
は確保され，達成される」②と考えている点に氏の公企業観の特色を見出すこ
とができる。すなわち氏は「企業性，効率性が発揮されなけれぽ，それは運賃，
料金，価格等にはねかえり，また赤字となれぽ結局は国民の負担となる。『公
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共性』を口にしながら，それは『公共に負担させる』ものとなる。『公共性』を
もっているから赤字になるというのは間違いである」（3｝と述ぺられる。加藤氏は
国鉄の公共性を明快に述べたものとして中西健一氏の論説を紹介されているが，
それによると「国鉄の公共性とはr国鉄が生産し，販売する輸送サービスが他
人のための使用価値をもっていること，すなわちその社会的必要性，社会的有
用性のこと』であり，代替交通手段が発達した今は国鉄の公共性は低下してい
る。ところが『公共性強調論者は，コストを無視して輸送サービスを供給する
ことが国鉄の義務ないし使命で，それが公共性であるかのように考えている』。
だがrそれは国鉄の輸送サービスを税金による無料サービスである公共財と誤
解しているからだ』と説明されている」ωと。
　ここで筆者は加藤氏の公共企業観および利潤観が，アメリカの株式会社論の
それと全く同一であることに気付くのである。
　例えぽW．A．ペイトンとACリトルトンの共著r会社会計基準序説』（An
lntroduction　to（】orPorate　Accounting　Standards，1940，　American　Accounting　Asso．
ciation）において彼等は「会社経営の公共的性格」という項の下で，「大企社は
準公共的な制度であり，大規模企業の行動を通して社会的協力を遂行する機構
である」とし，「資本は公衆の利益に役立つ様な産業に，又同一・一一産業の中では
経営者が資本を有効に利用しうる企業に流入すべきである。もしある企業に於
ける資本が相当期間にわたって利潤をあげているならば，このことは多分，そ
の資本が現存する需要に役立つ様な産業の中で有効に使われていることを意味
するであろう。もし資本が長期間利潤をあげていないならぽ，それは多分資本
が無能な者に委ねられているか，又は持続的な需要に役立たない産業に使われ
ているということを意味するだろう。会社の社会的な重要性はそれ故損益計算
書との関連に於て明らかである。何となれば，取益力についての信頼しうる情
報は資本が有能な者の手中へ流入し，又不要産業から流出することに対して重
要な助けとなりうるから」⑤と。
　ここでは利潤を多く稼得すればするほど，その企業は社会的に有用であり，
経営者が効率的な経営を行なっていることとなるのである。
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　国鉄が，地方交通線を運営するぽあいを考えてみよう。地方交通線は，その
土地の住民にとって，どうしても必要な路線であるのがほとんどである。しか
し，同時に，赤字であることもまた確かである。この場合，加藤氏らの論理で
は「『公共性』を口にしながらそれは『公共に負担させる』ものとなっている」
ことになる。いま，国鉄の路線で黒字なのは，山手線，東海道新幹線，総武本
線など7線にすぎない。加藤氏らの論法をもってすれぽ，この7線以外は公共
性のない路線であり，撤去してよい，ということになる。ここでは，大胆な公共
性の企業性，効率性への「すり換え」が行なわれ，しかもその企業性，効率性が，
企業会計原理にもとつく国鉄会計の赤字，黒字で測定されているのである。
　加藤氏の公企業観はしかし，矛盾に満ちたものである。すなわち氏は「民間
会社の場合は，利潤を上げなけれぽならないが，公的企業の場合には，民間会
社の利潤に相当する分だけ，通常なら不採算で実行不可能な分野まで“あまね
く，公平に”事業を行い，利潤は最小限に，場合によれぽなくてもよいと考え
るべきなのである。現在の公社制度の下でもr公共性はこのように考えなくて
はならない」（6）と。氏は黒字線区の儲けを赤字線に内部補助をして“あまねく，
公平に”事業を行なえ，という。しかし氏の論理からすれぽ，不採算で実行不
可能な分野は，公共性のない分野ではないのか。それを何故内部補助をしなけ
れぽならないのか，そこに矛盾をみざるをえないのである。
　加藤氏はまた別の著書において次のように述べられる。
　「あるいは，財政の問題ひとつとってみても，国鉄が赤字ですから国会の予
算にかけなけれぽならない。ところがほかの2公社は黒字です。したがって，
ほかの2公社はすぐに予算を作ることができますが，国鉄については作ること
ができません。3公社横ならびでいかなくてはなりませんから，結局，赤字の
分は全部，大蔵省が目をつぶってバランスをとってしまうということが行なわ
れます」⑦（傍点筆者）と。
　「赤字の分は……バランスをとる」とは何を意味するのか，あいまいな表現
である。もしそれが当該年度の欠損金を補助金等で埋め合せてしまう，という
意味であれぽ，全く事実誤認である。予算をうまくバランスきせる，という意
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味であれぽ，そのことが国鉄のぼう大な借入金を累積させ，真のバランスにな
っていないと言わざるをえないのである。
　　「国鉄研究会」の公社観
　ここで言及しておかなければならないのは，高梨昌氏を座長とする国鉄研究
会の公社観である。
　国鉄研究会とは信州大学教授高梨昌氏を座長にし，昭和57年末に国鉄労働組
合書記長の諮問機関として設置され，昭和59年9月国鉄経営改革に関する「提
言」を行なった。国鉄研究会は国鉄法においては国鉄事業の「公共性」と「企
業性」という2つの目的が定められているとし（筆者には公共性しか定められてい
ない，と思われるのだが），「一般には『公共性』は『企業性』とは相反する事業
目的と受けとられているが，これは，r企業性』を発揮してこそr公共性』も
同時に実現できるという側面を見落している点で決して正しくない」⑧という。
この考え方は加藤氏と同一であると言わざるをえない。
　ところで，この委員会が考える公共事業とは何かはきわめてあいまいである。
すなわち，次のようにいう。
　「国鉄事業の『公共性』に関しては，経済採算がとれないことが明らかでも，
旅客や貨物などの輸送サービスを国鉄に義務づけ，国鉄はこうした事業を担う
べきであるという考え方でもっぱら用いられてきている。
　この考え方の底流に国鉄のr公共輸送機関』としての使命と役割りのなかに
は，社会的弱者救済も含まれるという発想がある。たとえぽ，通勤・通学定期
の割引や，身障者への運賃割引き，過疎地域での老人や子供の足の確保のため
の地方交通線の存置などの社会政策的福祉政策的役割りはそれで，これらはい
ずれも，国鉄のr公共性』にもとつく考え方から出たものである」（9｝と。筆者に
は，このほとんどは確かに公共性にもとつくもの，と考えている。しかし，こ
の研究会では，それは「公共性」をもつものではない・という。すなわち「国
鉄の経営財務の上でも，これらがr公共負担』として特掲されるほどr公共性』
概念が歪められてきた。また国鉄経営に対する政治や行政の過度な支配介入も
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国鉄事業のr公共性』に有力な根拠があった」⑩（傍点筆者）というのである。
　同研究会は，「誤まったr公共性』概念の適用による国鉄の経営自主権の否
定」の具体例として次のものをあげている。
　「（1）政府や国会による新線建設など経営採算を度外視した投資の強制（国鉄か
らの投資権限の剥奪），（2）赤字鉄道線からの撤退に対する政治と社会の規制（業務
停廃の制限），（3）運賃法定主義，予算議会主義などの財政民主主義の適用による
政府ならびに国会による厳しい予算統制，（4）経済採算を無視した各種の社会政
策的，福祉政策的負担（いわゆるr公共負担』）の強制などいずれもそうである」（10
と。
　ではいったいこの研究会が考える公共性とは何か，推測されるのは次の2つ
の公共性である。その1つは，自由主義経済時代における自由放任，自由競争
の結果が「最大多数の最大幸福」の実現と，「公共の福祉」の向上となる古典
的意味の「公共性」であり，この研究会は「今日でもこの考え方は基本的に通
用するはずである」anと述べられている。
　いま1つは，ケインズ政策ないし完全雇用政策にもとつく政府自らが経済主
体として私的企業の活動分野への積極的介入政策によってもたらされるもので
ある。しかしこれについて「研究会」は「あくまで景気の回復，経済成長の維
持とこれによる完全雇用の達成と持続という国民経済的にみたr経済効率性』
を高めることが目的で，これによってこそr公共性』も高まるという点では今
日でも変りはないのである」amと述べるのである。
　また別の箇所では，次のようにも述ぺている。「もちろん，かといって，国民
経済的効率性の発揮をはかり，所得再分配上の要請を満たす目的で総合交通政
策を立案し，この遂行のために，交通供給手段に対して公的助成を行ったうえ
で，なにがしかのr公的規制』を加える必要が生ずる。これと同様に，国の経
済・社会政策遂行のために，国鉄を政策用具として活用することが望ましいこ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（vマ）とがありうる。この結果，採算割れを起こし，企業会計決算のうえで赤字を計
上した場合には，国鉄の内部補助でこの赤字相当分を穴埋めするのではなく中
央ならびに地方政府の責任において，租税を財源とする一般会計よりの支出に
　16　明大商学論叢　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（678）
よって補填されなけれぽならない」aの（傍点筆者）。
　ここで興味があるのは加藤寛氏は国鉄が企業性・効率性をあげれば，その利
潤により，内部補助を行なって，事業範囲を拡大できる，とするのに対し，国
鉄研究会は，公共負担はすべて国や自治体が負担すべきだとしている点である。
この点では国鉄研究会は，．加藤寛氏らよりもさらに企業的に国鉄を考えている
といってよい。
　以上のように，公社の企業性を説く点ではこの研究会は積極的である。まず
研究会は国鉄のつくり出す輸送サービスは「純粋な意味での公共財とは到底い・
えない」とする。何故なら「鉄道事業は一定量の資本の投下に対してどれだけ
の収益をあげたか，または損失をだしたか，これを経済計算できる内部装置を
もつ産業だからである」㈱。
　それ故に国鉄は戦後公社に改組が可能であったとこの研究会は考えられる。
　「国鉄が昭和24年に公社に改組され，独立採算制原則（借入金への利子負担，固
定資産の減価償却制度など）と企業会計原則を採用し，私企業に近い経営原則で
経営するよう義務づけられたのも，国鉄が公共財の供給サービス機関とはみな
されていない法律上ならびに制度上の根拠である。この独立採算制という国有
企業の経営財務原則は，収支適合，資金の自己調達，取益金の自己処分を基本
に生まれたもので，経営外部からの政治と社会による経営自主権に対する不条
理，かつ経済原則を無視した支配介入を極力抑制するための英知の所産であっ
た」ae（傍点筆者）と。
　この大仰な讃美によって支えられている公社は以上の「国有企業の公理とも
いうべき経営原則（独立採算制と企業会計原則をいうらしい一筆者）が，しぼし
ばr公共性』の名のもとに踏みにじられ，戦前の政府の特別会計による直営事
業行態の時代と同様なr官業的体質』で経営されつづけてきたところから問題
が出てきた」anという。
　以上のように，国鉄研究会における国鉄の官業体質の批判と他方での国鉄の
企業性の重視，その内在する経営原則とされる独立採算制原則と企業会計原則
の採用への「信仰」は，熱烈なものがある。ここでいう独立採算制原則とは借
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入金への利子負担，固定資産の減価償却制などを指しているようであるから，
それは企業会計原理の採用と同じ意味のものといってよい。そこでいったい，
公企業への企業会計原理の採用とは，国鉄研究会が讃美するほど無批判的であ
りうるものか，また果して，企業会計原理はその成立の根拠からして，公企業
にそのまま適用されうるか，の問題が残るのである。
　そのさい，国鉄問題研究会が「企業会計原則を採用し」とか「企業会計原則
にしたがって」という場合の「企業会計原則」とは何を指しているのか，必ず
しも明らかでない。それはわが国において，昭和24年7月に経済安定本部に設
置された企業会計制度対策調査会中間報告として出された企業会計原則なのか，
抽象的な意味での企業会計の原則なのか明確でないのである。
（1）加藤寛・山同陽一『国鉄・電電・専売再生の構図』（東洋経済新報社）昭和58年2
　月，33頁～34頁。
（2），（3）同，46頁。
（4）同，47頁～48頁。
⑤　ペイトン，リトルトン，中島省吾訳r会社会計基準序説』（森山書店）3頁～5頁。
⑥　加藤・山同，同，46頁。
（7）加藤寛r行革は日本を変える』（春秋社）昭和57年10月，78頁～79頁。
（8）国鉄研究会「国鉄の経営再建に関する提言」（国鉄研究会）1984年9月，20頁。
（9）同，22頁～23頁。
⑩　同，22頁。
aD　同，24頁。
㎝　同，21頁。
⑬　同，22頁。
ag　同，25頁。
⑮，⑯，⑰　同，23頁。
3　国鉄に企業会計方法を適用することに
　　ついての解釈，批判
　黒沢氏の見解
「国鉄研究会」は，国鉄の経営原則として，どのような意味にしろ，「企業会
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計原則」を無批判にとり入れているが，果して，私企業とくに近代的株式会社
の会計の原則が，国鉄にそのまま採用できるものであろうか。この点で，黒沢
清氏は，むしろ，公企業の論理にどのように営利企業の会計の原則をとり入れ
るかに苦心された1人である。黒沢氏はまず会計原則を適用する前提に企業原
則があるとし，次のように述べられる。
　「会計原則の適用を支配する根本原理は，企業原則である。すなわち私企業
の場合は，その企業原則は営利原則である。営利原則は，企業の収益性原理と
名づけることもできる。公共事業の場合は，その事業経営の原則（すなわち広い
意味での企業原則）は，適正報酬の原則または社会的経済的欲求充足の原則（国
鉄の場合でいえぽ輸送需要充足の原則）である。これを公共事業の経済性原理と名
づけることもできる。」という。ここで国鉄に適用されなけれぽならないのは
営利原則でなく，適正報酬の原則または国鉄の場合でいえぽ輸送需要充足の原
則である，とされている。
　もっとも黒沢氏は営利原則を公共事業の原則から外したことの釈明として
「もちろん公共事業の場合においても，それが企業という性格をもっている以
上，当然，収益を獲得するための努力をする必要を認めなければならないが，
取益追求は私企業の場合のような単なる利潤追求ではなくて，経済性を評価す
る尺度としての取益でなけれぽならない」とされるのである。
　ところで，公共企業体の企業原則を踏まえた上での国鉄での「会計情報の役
立ち」は何か，氏は言う。
「（d）輸送需要の充足を目標として適正な運賃を決定すること。
　←）適正運賃決定の尺度として輸送原価を用いる場合，原価の発生における
　　能率の原則を重視すること（私企業の場合のように，利潤最大化のための費用
　　最低化の原則を適用しがたいこと。）。
　O　旅客の安全輸送等，危険防止のための費用の負担は，収益性を度外視し
　　て行なわなけれぽならない。
　←）従業員福祉の実現，公害防止等のための費用負担は，私企業の場合と同
　　じであるが，とくに考慮しなけれぽならない点は，支出予算の制約を脱却
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　　する必要があること。
　㈱　そのサービスの価格，すなわち料金形成において，私企業の場合より価
　　格における自己金融比率を高めなけれぽならないこと。」ω
　ここでは国鉄の公企業体としての本質に根ざした上で，企業と公企業の会計
目的の差異を明らかにされ，公企業会計一とりわけ国鉄会計の「役立ち」が
論議されているのである。
　それは今日の時点での支配的な公企業論者一たとえぽ加藤寛氏に代表され
る臨調や国鉄研究会の公企業に対する認識とは全く異なったものであったこと
を指摘しておかなけれぽならない。ここでは収益性原理は第二義的尺度であり，
社会的責任が第一義的に考えられているのである。なお㈱に示されている内容
は，運賃には「適正に算定された営業費用および資本費用からなる全部原価
（full　C・sts）を完全に補償するものでなけれぽならない」〔2｝という運賃算定の原
則，ひいては造成資本概念の形成原理を示すものであるが，運賃に減価償却費
のみならず資本費用を含んで回収しようという試みは，現実の赤字の中で破綻
してしまったのである。
　　津曲直躬氏の問題提起
　加藤寛氏，中西健一氏，或は国鉄研究会などの「現代公企業論老」に言わせ
れぽ，すでに黒沢氏などの公企業会計についての考え方は，古典的にみられて
いるのかも知れない。
　しかし，最近においても，注意深く，私企業と公企業の差異を注視し，公企
業における財務会計制度と独立採算制の在り方を考慮する研究があることも述
ぺておかなけれぽならない。
　津曲直躬氏は「我が国公企業における財務会計制度」〔3）なる論稿において，
戦後における公企業に対する企業会計制度の導入について次のように述べてい
る。
　「それにしても，戦後における多分に性急な公企業設立論は，公企業の企業
性と企業会計制度との結びつきを，どのようなレベルで認識していたであろう
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か。あるいは，企業会計制度の導入にあたって，営利的株式会社に固有な資本
利益計算の本来的な機能を正しく理解していたかどうか，同様に，取益，費用，
資産，負債，資本の測定とはいっても，とりわけてそれらの基軸となる公企業
の資本概念をいかに認識していたのか。また，公共性を標榜する公企業におい
て企業会計制度がその本来的な機能に起因して露呈する問題を，的確に予測し
ていたかどうか，さらには，公企業における企業会計制度はr消費会計的，一
般会計的予算制度』からの拘束の排除にどれだけ成功したりであろうか。それ
らの諸点は，しかし，現在においてもなお，重要な論点として問い直されなけ
れぽならない」（4）と。
　ここでは戦後「性急に」公企業に導入された企業会計制度に対する立法者の
導入の姿勢をあらためて「問い直し」ているQである。
　何故このような「問い直し」が必要なのか。それは，現実にこの「公企業会
計制度」の下で「それが測定・開示する公企業の経営成績や財政状態の水準は，
単に企業性の適否を判定するだけでなく，公共性の内実をも規定し，そのあり
方を判定する規準ともなっている」（5）からである。
　氏は，ここで臨時行政調査会が57年7月の基本答申において「現状をみると，
破産状態の国鉄はもちろん，他の2社についても企業性が発揮されているとは
いえず，その結果，果たすぺき公共性さえ損なわれがちであり，公共性と企業
性の調和を理念とした公社制度に大きな疑問が生じている」⑥と述べている箇
所を引用し，とくに「企業性が発揮されているとはいえず，その結果，果すべ
き公共性さえ……」と傍点を付し，臨調が，企業性の発揮により公共性が果さ
れるという論理を有していることを明示されるのである。
　氏は「株式会社企業会計の本来的な機能の認識との緊張関係において，公企
業会計の特徴を析出する」（7）試みをなされるなかで，そのほとんどを，政府出資
に依存する宇宙開発事業団とその資金の多くを道路債券に依存する道路公団を
分析の対象とされている。宇宙開発事業団は昭和55年度において，総資本の
5，382億円のうち99．992％は政府出資金（現物出資金）という公企業であるが，
同年度において繰越欠損金2，477億円，当期損失647億円となっている。このζ
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とについて「1969年の設立以来欠損金を累積計上しつづけてきた宇宙開発事業
団の決算財務諸表は，その事業活動のどのような側面を表現してきたのであろ
うか」（8｝と疑問を呈し，或は「それは株式会社の決算財務諸表とは異なり，あら
かじめ設定された利益計画や財務・配当政策などとの照応において，経営成績
や財政状態の適否を表現しているわけではない。しかし，株式会社企業の資本
利益計算を形式的にも踏襲する決算財務諸表は，提供事業取入が期待できない
現在の段階では，同事業団の事業活動を，投下資本を回収不能な状態におとし
めていると表現することになる。そうであれぽ，同事業団は，r臨調』の論法
にしたがって公共性も達成していないと判定されるのであろうか」（9）と疑問を
呈され，「同事業団の実態は資本利益計算としての期間損益計算によっては表
現できないというのであれぽ，企業会計制度の導入それ自体が問い直されねば
ならないだろう。そのことはまた，前述の文脈からいえぽ同事業団の企業性に
ついてその有無の再検討を意味するのである」ao）と述べられるのである。
　道路公団は54年度現在総資本4兆4，077億円，政府出資金5，059億円（自己資
本比率7．9％），事業収入4，527億円，受託業務収入3億円，業務外収入29億円と
いういわぽ収益に加え政府補給金259億円を受入れてもなお85億円の当期欠損
金となり，繰越欠損金は398億円にのぼっている。こうした状況の中でこの公
団の資金源泉の66．5％を道路債券に依存し，業務取入に依存する割合が27．1％
にすぎない（いずれも48～55年平均）。道路公団のばあい宇宙開発事業団と違って，
借入資本の増大の中でますます元本償還と利子支払が増大する（政府補給金は利
子補給金である）こととなっている。
　氏は以上の状況をふまえ「それでは公企業は，そのような状況から脱却する
ためにはどのようにすればよいのだろうか。公企業の経営成績や財務状態が企
業会計の枠組みによって判定されるのであれぽ，．なによりも，発生原価を回収
して自己資本を蓄積できる実現収益の獲得が模索されねぽならないだろう。だ
がそのことの機会は，電電，専売，国鉄の三公社だけをとりあげてみても，均
等に与えられているわけでない。あるいは価格形成が公的に規制されている公
企業には，そのような機会は，はじめから与えられていないといったほうがよ
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いかもしれない」abと，述べられるのである。
　氏はまたいまのところ黒字である電電公社とぼう大な赤字と累積欠損を計上
する国鉄について，決算財務諸表を通じて判明するという企業性一それは臨
調や加藤寛氏，さらには国鉄研究会では公共性に通じるものである一につい
て次のように疑問を呈される。
　「そのほかにも，決算財務諸表を比較して両者の企業性の差異が強調される
ことになる。たしかに国鉄の決算財務諸表は，電電のそれに比べると，事業活
動を通じて投下資本を回取する可能性がほとんど無いことを示している。期間
損益計算に基づいて作成される決算財務諸表が，公企業のほかならぬ企業性を
判定するのであれば，自己資本を形成する電電の財務構造の健全性は，国鉄の
それをはるかに凌駕する企業性の活用の帰結ということになるであろう。だが，
そのことから，ことがらの解決法が『民間の活力』のいっそうの導入というこ
とにはならない。そのような性急な結論に先立って，公企業に導入された企業
会計制度が，そこでの企業性をいかに測定しているかが検討されねばならない
からである。決算財務諸表が判定する公企業の企業性は，果してr民間の活力』
の活用程度をあらわしているのであろうか」a2）と。
　もちろん「臨調」のいう民間活力の導入とは，公社の民営化によってもたら
される，とするものである。しかし津曲氏によれば，公社の財務会計制度はす
でに公社になじまない企業会計の方法をとり入れてしまっている。この「早す
ぎた」企業会計の導入が，本来の公企業の公共性を見失わせてしまっているの
である。
　津曲氏のこの論文の主旨は，公企業の資金調達の特殊性を検討することを通
じて，公企業会計の特微を明らかにすることにあったのかも知れない。しかし，
筆者のような読み方をしても十分価値ある論述といえるのである。
　　中桐氏の公企業に対する独立採算制導入の批判
　中桐氏は現在の公企業に対する財務上の規捌監督の基準となるのは独立採算
制による公企業の経営であるとされる。つまり独立採算制の下で，得られる経
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営成績の良・否が経営のパフォーマンスの評価判定の基準となっているという
のである。
　そこで氏は本来の独立採算制とその現実について吹のように述べておられる。
　「独立採算制は，公企業が一般行政からの経営上の自主性を確立する意味に
おいて，本来①収支適合，②資本調達を自ら行う，③利益処分を自ら決める，
という3つの要件を充さねぽならない。しかし，公企業は政府出資であり，資
金調達の面で債券発行を中心とせざるをえないので，債券発行およびその引受
資金等に関する主務大臣の認可等の規制はかなり大きな制約となる。借入金，
余裕金運用についても規制があり，実質的に独立採算制の要件を充していない。
利益処分はとくに投資計画との関連で問題になることが多く，公企業の利益処
分は，法律上または行政上の制約が強く，利潤を得ることを目的とせず投資計
画も採算と関係なしに行われがちである。収支適合についても，料金等の規制
があり，補助金や利子補給などの予算上の規制や負担区分の制度？さらに地方
公営企業における繰出金など複雑な規制をうけている」⑬と。
　さらに氏は「現行の独立採算制は市場的企業会計制度を基礎にしており，社
会的効率の視点や社会的公正の視点からみて，社会的便益や社会的費用を考慮
したり評価したりしていないし，分配の公正やサービスの質の制約を明示的に
考慮した独立採算制ではない。市場的企業会計制度による収支適合は，社会的
便益・費用を評価していないため，社会的には適正でない」とae。
　ここで言われている市場的企業会計制度とは何か，必ずしも明確でないが，
確立した商品・資本市場を前提とし，価格メカニズムの貫徹する状況の下での
企業会計制度という程度に考えておけばよい，と思われる㈲。
　以上のような現行の独立採算制に対し，氏は公企業のあるべき独立採算制を
次のように構想される。
　「公企業のための新らしい社会会計制度を開発し，公企業に導入して，現行
の独立採算とは異なる便益・費用対応と一定基準による赤字の容認制（たとえ
ば赤字で，その赤字を公費負担すぺき場合には，赤字であっても収支適合とみなすよう
なもの）の導入が必要である。投資資金調達における規制や利益についての制
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約（資本収益率の規制等）を含めて，独立採算制の修正が必要である㈹と。
　ここでも，企業の会計方法をとり入れ，この会計上の概念や計算構造の下で
算出された利益にもとついては，公企業のパフォーマンスの評価判定はなしえ
ないとされているのである。
　　若干の結論
　以上国鉄の予算と会計制度のあり方を明らかにし，さらに，公企業の損益や
財務会計制度についての諸研究者の言説を若干の評価を加えながら紹介した。
　ここから筆者は次の結論を引き出すのである。
（1）戦後国鉄に導入された企業会計制度は，せい急であり，公企業の計算制度
　として，十分適応するものでなかった。
　　それは，国民の交通権，国鉄法で定められた公共目的に従属することなく，
　企業性を評価するものであり，この導入は逆に，国鉄の企業性を問題とする
　ことになってしまった。
（2）予・決算制度は，本来的には，公企業の設立目的にしたがって，編成され，
　締め切られる性格のものであり，この予算構造とその内容の是非が問われる
　ことなく，赤字，黒字論が先行することとなってしまった。
（3）財務会計制度は近代的株式会社の制度として生成し定着したものである。
　それは複雑多様なかたちで調達された資本を整理し，それから得られた配当
　可能利益を計算・表示する仕組みとして発達してきている。それは，確立し
　た自由な資本・商品市場を前提とし，企業の努力＝費用と，成果＝取益を対
　応させて期間利益を計算し．企業の純損益（純成果）を算出する構造となっ
　ているか，公企業の努力と成果はこの計算のわく組みでは測定できない。
（4）公企業の努力と成果，或はその費用と便益は別の基準とわく組みの中で測
　定され，表示されなけれぽならない。
などである。
（1｝以上黒沢清「公共企業体会計の本質と料金形成の基本原則」，黒沢清編『近代会計
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　制度』（同文舘，昭和43年）186頁～187頁。
（2）黒沢清，同，195頁。
（3）津曲直躬「我が国公企業における財務会計制度」，岡野行秀・植草益編『日本の公
　企業』（東京大学出版会）第4章に所収。
（4）（5）津曲直躬，同，80頁。
⑥　臨時行政調査会第3次答申。
（7）津曲直躬，同，81頁。
（8），（9），⑩　同，84頁。
aD　同，89頁。
働　同，96頁。
a3）中桐宏文「規制方法」，157頁，岡野・植草編r日本の公企業』第7章に所収。
a4　同，157頁～158頁。
⑮　それにしても市場的企業会計制度は，国的において，いちじるしく不適応である
　ことを別の面からも指摘しておかなければならない。資材購入や鉄道建設において
　は，決して公正な商品市場の価格メカニズムの下でなされず，特権的な業者に多く
　の儲けを保証するかたちでなされている。さらに販売の側面でも料金水準は，公正
　市場で決められたものではない。したがって，その前提からも私企業の財務会計制
　度は適用できないのである。この点を鋭く分析した論文に，桜井徹氏，「公企業（公
　共企業体）経営における『公共性』と『企業性』について」（日本大学『商学集志』
　第53巻第1・2号，1983年11月）がある。この48頁以下参照。
㈲　中桐宏文，前掲論文，158頁。
4　国鉄財政をいかに改革するか
　国鉄は昭和58年度において9兆7，875億円の債務超過額となっている。また
長期債務残高は19兆9，833億円に達している。58年度の一般会計における純損
失は1兆6，604億円と前年度の1兆3，778億円にくらべ20．51％の増加となって
おり，これに，棚上げされた借入金の利子等3，457億円を含めると，実質赤字は
2兆0061億円となる。この巨額の累積赤字と債務残高，年々増加が止まらない
年度欠損額という状況をどう改革したらよいのであろうか。それはまさに改革
とよぼれる性質のものとならざるを得ないであろう。
　この改革案の提起の前提として，国鉄の今日の経営危機，経営破綻の原因を
明らかにする必要があり，同時にこのひとつの解決方法として現在進行中の分
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割・民営化のもつ問題点を明らかにする必要があるが，これについてはすでに
筆者らを含め多く論じられてきているので，ここでは省略しようω。ただ，臨
調と国鉄監理委員会が実施しようとしている「再建計画」は，その多くを，民
間の破産会社を，会社更生計画によって再建する時の手法に学ぽうとしている
ことを述べ，そのもつ本質にふれなけれぽならない。
　会社更生計画は「この法律は，窮境にあるが再建の見込のある株式会社につ
いて，債権，株主その他の利害関係人の利害を調整しつつ，その事業の維持更
生を図ることを目的とする」（同第1条）と規定されているものである。それは，
普通企業の欠損が累積し，債務も増加してその支払に支障をきたすおそれのあ
る場合，会社又は資本の10分の1以上を有する主要株主や債権者が裁判所に申
立てて，これの実施にふみ切るものである。これにより，債権者の取り立てを
防いで財産を保全でき，債務も棚上げすることができる。会社の再建は裁判所
より任命された管理人が会社更生計画を立案し，裁判所で認められれば，これ
に従って会社は再建されることになる。
　以上はこの法律にもとつく手続の要約であるが，民間企業の更生計画にもと
つく再建を類型化してとらえてみると，債務とその利子の取り立てが凍結され
るという財務上の特典を利用しながら，経営的には，不採算部門の閉鎖や縮小
を行ない，そのことにより人員を徹底して削減するという縮小均衡政策である。
　さしずめ民間企業の管財人に当たる国鉄監理委員会の下でなされる赤字部門
の切り捨てとこれによる人員削減政策が，国鉄の分割・民営化政策の本質であ
ることは明確である。
　　国鉄財政再建の方法（1）
　第1表は国鉄と私鉄の取益性と生産性の比較表である。
　ここで注目すぺきは従業員1人当りの有形固定資産は国鉄が2，366万円に対
し私鉄が2，499万円であり，人件費も特定人件費分を含んでも国鉄590万円，私
鉄579万円となる。国鉄職員の高齢化を考慮すれば給与においては劣悪である，
といってよいだろう。また営業収入を総資本で除した総資本回転率も国鉄が
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0．25回であるのに対し，私鉄は0，30回であり，それ程大差はない。このことは
国鉄の：有形固定資産にはかなりの含み資産があるとみてよい。
　大きな比率上の格差を生み出しているのが，金利負担率であり，これは特定
債務i整理特別勘定分3，457億円を含めると，1兆3，242億円にのぼり，営業収入
の44．72％にも達している。整理特別勘定分を除いても33．05％となり，私鉄平
均の13．76％の2倍以上となる。これは，国鉄が，政府出資によらず専ら債務
によって設備投資を実施したことと，営業支出の不足分を借入金でまかなって
きたことの結果である。民間企業であれば，増資に依存できる部分も国鉄は利
子のつくかねに依存しなけれぽならなかった結果である。
　会社更生法の適用であれぽ，この利子負担は全額棚上げされるべきであり，
一般会計の利子及び債務取扱諸費9，785億円が減ることにより，欠損金1兆6，
604億円の実に58．93％は消されてしまうのである。国鉄が，殆ど国の出資なし
に設備投資を行なってきたことと，「更生法」の適用であれば債務とその利子
が棚上げされることは，国鉄の長期債務とその利子棚上げの有力な根拠となる。
　次いで今後は，国鉄の軌道，電線，駅などの基礎施設（59年度まで6兆3，476億円）
については，国の出資によって建設するようにすれば減価償却の必要はなく，
これによって，2，371億円の減価償却費が不必要となる。
　さらに車輌，機器等の償却は現状のそれらの使用年限などからみて，耐用年
数は現在より30％程度延長できる。これによる償却減は522億円程度となる。
　以上を実施すれぽ償却負担は1，738億円程度ですみ，償却負担率（売上高減価
償却率）は5．28％程度まで下げることができる。
　売上高人件費率も私鉄の35．38％に対し国鉄は71．40％という高い率となって
いる。これは貨物，地方交通線の収益性の低さに大部分の原因がある。しかし
同時に戦後に福祉・社会政策的に引き受けざるを得なかった人員の退職のピー
ク期から生じた特定年金損失2，752億円，特定退職手当3，877億一円は国が肩代り
すぺきである。これを控除したあとの人件費率は49．01％となり，私鉄のそれ
との差は13．6％と接近する。
　以上の3つの費用を国が負担するのは十分な根拠があり，その合計額は1兆
　28　明大商学論叢　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（690）
9，307億円となる。これにより一般会計の欠損金1兆6，604億円は十分処理でぎ
　　　　　　　　第2表　国鉄と私鉄の収益性と生産性（58年度）
陣　　鉄 1私　鉄
売　上　高　減　価　償　却　率　（％） 19．84 9．35
〃　　　　人　件　費　率　（〃） 71．41 35．38
（除　特　定　人　件　費）　（〃） 49．02 一
〃　　　　金利負担率　（〃） 33．05 13．76
（除　整　理　勘　定　分）　（〃） 44L72 『
総　　資　　本　　回　転　　率　（回） 0．25 0．30
従業員1人当り営業収入　（万円） 827 1，636
〃　　　　総資産（〃） 3，239 5，434
〃　　　　　人　件　費　（〃） 590 579
（除　特　定人件費）　（〃） 405 ｝
〃　　　有形　固　定　資　産 2，366 2，499
＊　国鉄は「監査報告書」，私鉄は日経「経営指標」大手私鉄14社平均，ただし国鉄の従業員数は
すべて期末を用いている。営業収入は補助金を除いている。
　　　　　　　　　第3表赤字を財政的にどう解消するか
1．償却制度の改善
　（1）基礎施設（58年度現在6兆3，476億円）については
　　　減価償却を行なわない（今後は国の出資でまかなう）
　　　これによる償却減　　　　　　　　　　　　　　　　　　　……2，371億円
　（2）車輌，機器等の償却は過大であるから耐用年数を30％程度延長する
　　　これによる償却減　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　522　〃
2．債務および利子の凍結　　　　　　　　　　　　　　　　　　　g，785　〃
3．　特定人件費の国による負担
　（1）特定年金損失　　　　　2，752億円
　（2）特定退職手当　　　　　3，877〃　　　　　　　　　　　　　　　6，629　〃
　　　　合　　計
んされている。）
1兆9，307億円
（58年度国鉄赤字1兆6，604億円，別に特定長期借入金利子3，457億円が補て
るのである。この計数は第3表でまとめられている。
　国鉄財政の再建（皿）
第1部で検討したように，国鉄はその設立目的の公共性を維持・発展させる
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ために，多くの犠牲を払ってきている。このような努力は，金銭的な成果とし
ては認識できず，金銭以外の便益として，利用され享受されている。金銭的な
成果として認識されなかった部分は当然欠損金として表明されざるを得ず，こ
れに対しては補償がなされなければならない。
　さらに，国鉄がその業務をより安全確実に行なうためや，その業務を発展さ，
せていくためには，政府の助成または出資が必要となる。
　これらについては，できるだけその内容を明確にして示すことによって，国
民の合意を得ることができる。
　いま現行または，将来生じうる公共的支出額を示すと次のようになる。
　（1）政府補償
　政府補償は，学生や通勤或は障害者割引などの公共負担に対してなされなけ
れぽならない。富塚氏はこれを56年度において約900億円と試算されているが，
ここでは市町村納付金を除いて600億円と試算した（2｝。
　特定人件費は先にも述べた理由により，補償されなけれぽならず，この額は
59年度において6，629億円にのぼる。
　地方交通線の欠損は，地方住民にとって必要不可欠な便益を提供することか
ら生じた欠損であり，当然補償されなければならない。それは特定人件費と資
本費を除いても3，　671億円にのぼる。
　次いで過去において，設備投資を債務によって実施したことから生じた資本
費は補償されねばならない。最近の東北・上越新幹線の資本費だけでもそれは
3，551億円にのぼり，その他の資本費は6，234億円に達している。
　以上の合計で2兆0685億円になり，この補償がなされれば現在の損益勘定の
助成金と相殺されても，ほとんど欠損金は消滅するのである。
　（2）助成と出資
　これ以外に表に示されているように，踏切近代化等の近代化や安全のための
投資に対する助成や，災害救助法発動時における復旧費のような異常例外的支
出に対する助成，新技術の開発費，試験研究費に対する助成などが必要である。
　さらにp．これまで述べてきたように，今後は，新線建設は政府出資金で実施
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されるべきである。
　③　将来起りうる補償
　青函トソネル，本四架橋が巨費を投じて完成間近である。これの建設費と資
本費は膨大な額に達し，その使用料だけでも前者は約800億円，後者は約500億
円といわれている。国鉄にとっては，これの使用は緊急に必要とされるもので
はなく，またその負担に耐えるものでない。もしこれを政府が国鉄に使用すべ
きことを決定した場合は，この使用料を補償すべきである。
　また九州縦断新幹線，北海道への新幹線，北陸新幹線などの計画もある。こ
れらの新幹線は当然出資金で建設されるべきであるし，この建設結果生じた並
行在来線の欠損額について，何等かのかたちでの補償が必要となるであろう（3）。
この計数は第4表および第5表の富塚提案としてまとめられる。
　　ヨーロッパ諸国にはるかに劣る助成金
　なお第6表，第7表でも明らかなように，政府の国鉄に対する助成金は，国
鉄の増大する欠損金や，債務の中にあって，56年度以降，逆に減少させられて
第4表　政府が補償，助成，出資すべき項目
　捕償（58年度で試算）
（1）公共負担
②　特定人件費
（3）地方交通線欠損（特定人件費分を除く）
㈲　東北・上越新幹線資本費
⑤　その他資本費
　　　合　　計
　助成金および出資金
（1｝踏切近代化等
②　災害救助法発動時の復旧費
（3）新線建設資金
（4）　リニアモーターカー一等の開発費，試験研究費
⑤　その他
　将来起りうる補償
約600億円
　6，629〃
　3，671〃
　3，551〃
　6，234〃
2兆0685億円
青函トンネル使用料（約800億円），本四架橋使用料（約500億円）
整備新幹線など完成した場合の並行在来線の欠損など。
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第5表富塚氏の赤字解消案（81年度）
①　借入金利子と元金返済
②地方交通線赤字
③　運賃割引や市町村納付金
　　などの公共負担金
④退職金，年金の超過負
　　担からなる特定人件費
　　　　　合　　計
約　1兆円
約3，400億円
約　900億円
約4，000億円
1兆8，300億円
（1981年度欠損1兆331億円と政府助成金7，341億円の合計一広い意味の赤字1兆
7，672億円）
　　＊　富塚三夫r国鉄再建への時刻表』（「かんき出版」）より作成。
いることに注目しなけれぽならない。56年度7，331億円であった助成金は年々
減少し，58年度は7，018億円まで削減されている。これに対し，1982年度西ド
イツでは補償金5，062億円，欠損補てん金388億円，設備投資補助金3，334億円，
合計8，784億円を一般財政から補助し，その上年金負担等という項目の下で恩
給年金に対する補償3，979億円，結核対策費3億円が支出され，その合計額は
1兆2，766億円にのぼっている。これは国家歳出の5．3％，国鉄収入（補償金を除
く）の74．5％に当たる。フラソス国有鉄道においても同じ時期に，国家援助は
1兆226億円が支出され，それは国家歳出の3．3％，国鉄収入の75．2％にあたっ
ているのである。営業キロ数は目本が21，129キロ，西ドイツ22，602キロ，フラ
ンス23，753キロとほぼ同じ規模であり，日本の国家歳出は1983年度50兆3，　796
億円で国鉄に対する援助額はその1．39％にすぎず，国鉄営業収入の11．43％に
すぎない。このことからも，いかに日本の国鉄が国家から冷遇されているかが
明らかとなる（4）。
まとめにかえて一西ドイツ国鉄の革新一
　以上われわれは，国鉄財政再建についてのあり方を検討してきた。その結論
を述べるさいぜひとりあげたいのが西ドイツ国有鉄道の区分会計である。1982
年ドイツ連邦鉄道営業報告書によると，国鉄はその活動領域を，商事サービス
領域と，公共経済上の輸送サービス領域および国家による鉄道基礎施設（イン
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第6表助成金の推移
　　　（694）
r単位：億円）
’濃 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 　予i59）
損益勘定
走{勘定
ﾁ別勘定
〟@　計
938
???
1，479
@　一
@　一
P，479
1，978
@　－
@　－
P，978
1，150
@　－
Q，441
R，590
L586
@　383
Q，441
S，410
2，219
@　716
Q，441
T，376
2，964
@　725
Q，441
U，130
2，891
@　413
R，457
U，761
3，428
@　449
R，457
V，331
3，638
@　200
R，457
V，294
3，383
@　178
R，457
V，018
（2，872）
@　（159）
i3，457）
i6，488）
＊　「国鉄監査報告書」より。
第7表　国鉄に対する政府の財政措置の推移 （単位：億円）
科目 鞭蠕蠕 碧1剥1976`801981198219831984i予）
政　府　出　資等 114・一 街4711 一 一 一 一 一
工事費補助金（1968年～） 一 2073，2926，1501，6431，6061，6741，574
財政再建債利子補給金
@（1969～75） 一 521，054 一 一 一 一 『?
特別利子補給金（1973～75） ｝ 一 738 一 一 一 一 一
臨時補給金（1977～79） 一 一 一 1，258 一 一 一 』
益 地方交通線特別交付金
@（1970～） ｝ 一 一 2，7161，2641，2501，155857
般 ?地方パス路線運営費補助金
@（1977～） 一 』 一 59 21 23 25 26
?大都市交通施設運営費補助金
@（1977～） 一 一 一 103 31 28 29 27
? 合理化促進特別交付金@（1971～） 一 一 26 93 37 37 38 29
特別退職手当補給金（1978～）一 一 一 340 432 693 463 357
特別施設整備補助金（1977～）一 一 一 1，149 327 87 78 50?
防災事業費補助金（1978～） 一 一 ｝ 284 97 95 90
b2? ?
地方交通線特別貸付金
@（1977～79） 一 一 一 758 一 一 一 一???
整備新幹線建設調査費補助金
@（1977～） 一 一 一 37 19 11 8
」14
磁気浮上方式鉄道技術開発費
竢赴焉i1979～） 一 一 一 11
6 7 3 3
特別 財政債建利子補給金（1976～）一 一 一 10，5813，4573，4573，4573，457
勘定 財政再建貸付金（1976～79）一 一 一 2，640 一 一 』 一
合　計　年平　均 7．486．31，916．2臥23・・17，334「7，2947，℃186，488
＊　「国鉄監査報告書」58年版，240頁～241頁。ただし1976～80年以前は桜井徹「公企業（公共企業
　体）経営におけるr公共性』とr企業性』について」（『商学集志』第53巻第1・2号，1983年11月）
　より引用。
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フラストラクチャー）を提供するという国家的任務遂行領域に分け，それぞれの
成果を報告しているのである。
　すなわち82年度営業報告書は，「新たな鉄道認識の基礎としての区分会計」
という項目を設けて次のように言う。
　「ドイツ連邦鉄道は，輸送機関として様々な業務を提供している。商事的な
サービスでは企業責任に基づき，運賃収入による独自の運輸収入で経費を補填
しなければならない。それに対して，近距離旅客輸送サービスは政治的提案及
び命令に基づく公共経済上の輸送サービスであり，これは国家の国民生活確保
の一部である。そのためコストの未補填分は原因者が負担しなけれぽならない。
もちろん，連邦鉄道は，線路の計画費，建設費及び保守費，つまり国家的任務
を引き受けている。
　連邦鉄道法第32条により，この様々な活動の経済的成果は，商事的な損益計
算書に包括され，その結果，経営経済指向の目標及び任務と，国民経済指向の
目標及び任務を混合したため定期的に年度成績が赤字となっている。商事的取
支勘定に基づく赤字の年度報告は，それだけで，世間に対して企業とその職員
のゆがんだイメージを抱かせてしまう。この結果，連邦鉄道は政治の手段とし
て公共経済的輸送サービスを行う唯一・一・iの輸送機関であること，そしてこの輸送
サービスはそのコストを与えられた補償方法では完全に補填できないにもかか
わらず行われていること，この2つが隠されている。さらに連邦鉄道には通路
と運営が経営経済上一体となっていることにより，国家的任務が課せられてい
る（なぜならば輸送通路は，一企業の投資の一部とはならないので）ことが考慮され
ていない。航空路，内水路及び道路のように鉄道は，国家のインフラストラク
チャー提供の任務に属する。
　そのため，3つの任務領域に会計上区分して表示して，成果の出所を透明に
することは，連邦鉄道の利害のためだけではない。費用計算上のモデルを利用
して，損益計算書の年度成績を，様々な活動分野に応じて機能的に細分化して
示すぺきである。それにより国家政治家，市民はもとより，連邦鉄道職員は，
公共経済的輸送サービス，国家的任務の遂行及び連邦鉄道の企業的活動，それ
　34　明大商学論叢　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（696）
それの財務的成果を判断する可能性が与えられた」〔5）と。
　ここでは，われわれ以上に明確に業務活動分野を下記の表のように区分経理
している。そしてこの表にしたがい「企業領域ではよい成果をあげた」といい，
「公共経済的領域の損失は，連邦助成金を考慮してもなお残る」とといい，さ
らに「国家的領域では54億マルクが補填されずに残っている」と述べているの
である。
　連邦営業報告書は，その結論的部分でいっている。
　「……区分会計は，広く世間で，共感を得た政治家，経済界，報道関係だけ
第8表西ドイツ国有鉄道の区分会計
区　　分　　会　　計
番号　　　項　　　　　　　目
1982年の
A邦鉄道
ﾌ損益計
Z書
削　減
全　　体
連邦鉄道企業的公共経済国家的
@ 　領 　的領域諱i6PNV）
領　　域
i通　路）
単位：10億マルク
1　　　2　　　1・　4　5　67 8
収　入
k旅客・手荷物・小荷物輸送
Q．貨物輸送
R．その他の自己収入
S．連邦の補償金
@・収入を増加させるもの
T．・支出を抑えるもの
6』
W．9
Q．6
R．6
T．6
一　　　　6．0
|　　　8．9
|　　　2．6
|　　　3．6
T．1　　　0．5
3．5
W．9
Q．5
F
2．5
?．???
??????
碗入合計　　　1…｛　・11…D・・・・P・・
　経費
V．人　件費
W．物件費
X．減価償却費
P0。利　　　子
P1。経営外の年金・恩給負担
P2．その他の経費
20．3
S．3
Q．8
Q．9
O．4
O．1
3．7??．??16．6S3
Q．8
k9
???
7．7
R．1
P．2
O．8
???
3．5
O．9
O．4
O．2
F
5．3
O．3
k2
O．9
F
13．経費　合計 30．8 ・11… 12．9 5．1 7．7
14．利益（＋）／損失（一） 一4．1 十2．0　－0．7 一5．4
憩　ドイツ連邦鉄道1982年営業報告書（日本国有鉄道「外国交通調査資料」1984年6号より）
　　1ドイツ・マルクは1982年1月4日（期首）において97．94円であった。
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でなく，労働組合までもが区分会計を新たな，事実に即した鉄道認識のための
重要な第一歩として支持している」⑥と。日本では国鉄監理委員会をはじめ分
割・民営化やむなしとする政治家，経済界，報道関係者，労働組合が多いが，
この人達は西ドイツ国鉄のこの革新をどのように受けとめているか，胸をたた
いて聞いてみたいと思うのである。
（1）これについては平井都士夫・山口孝著r国鉄の再生』（新日本出版社）第3章参照。
（2）富塚三夫r国鉄再建への時刻表』（「かんき出版」（昭和57年10月）141頁以下参照。
③　なお，国鉄の分割・民営化なしの再建案については，これ以外にも次のものがあ
　るのでここで紹介しておく（国鉄労働組合「こくろう調査」1982年，9月号，30頁
　より）。
　○平和経済計画会議（公企業と労働組合）
利子支払　　　　　　　　6，165億円
借金支払　　　　　　　　　3，380
地方債欠損　　　　　　　　3，400
運賃負担　　　　　　　　　650
特定人件費　　　　　　　　3，900
公団借料　　　　　　　　　　339
固定資産税　　　　　　　　　263
　計18，097億円　○武藤論文（月刊社会党1982年6月号）
長期債務の棚上げ（利子と元金）
地方交通線の欠損
運賃上の公共負担
特定人件費
　計
9，545億円
3，400
1，872
3，977
　　　　　17，572億円
注　1980年度赤字額　10，084億円
（4）昭和58年度「国鉄監査報告書」294頁以下参照。
（5），（6）以上は日本国有鉄道「外国交通調査資料」（第396号，1984～6）「ドイツ連邦鉄
　道1982年度営業報告書」より。
